
コラム④ 自立支援協議会の効果的な運営と当事者参画の推進 

 

東京都自立支援協議会では、地域自立支援協議会間のつながりをつくり、先進的な取

組を共有することで、協議会活動の活性化をはかることを目的に、年 2回「自立支援協

議会担当者連絡会」（以下、「連絡会」といいます。）を開催しています。第 2 回連絡会

では、「自立支援協議会の効果的な運営」と「当事者参画の推進」という 2 つのテーマ

で取組発表と意見交換を行いました。ここでは、狛江市と武蔵野市の取組を紹介します。 

 

＜＜狛狛江江市市のの取取組組＞＞  

狛江市の協議会は、平成 22 年設置で令和 5 年に第 5 期が始まりましたが、そのとき

の担当係の悩みは、協議会がただの報告する場になっていないか、委員同士の協議はで

きているのか、地域課題が協議したままになっていないかということでした。 

その中で、委員の方とも相談して３つの工夫をしました。最初に導入したのがグルー

プワークです。委員は 14名なので、2つか 3つのグループに分かれ、グループの司会を

事務局が担うことで、全員のご意見を聞くことができるようにしました。次に令和 7年

度に取組を始めるのが、本会議前に行う検討会議を活用して地域課題のモニタリングを

行うことです。昨年度話した課題が、市としてどう進んだのかということを確認してい

く場になります。最後に、協議会がただの報告の場にならないための工夫として、委員

推薦による特色ある事業所からの報告を行っています。 

狛江市では、「協議会は要求や陳情の場ではなく、みんなで協力してできることを探

しましょう。5年後、10年後の狛江市の未来を一緒に考えましょう。私たちはオール狛

江です。」ということを、事務局として、委員の皆様にお願いしています。 

＜＜武武蔵蔵野野市市のの取取組組＞＞  

武蔵野市の協議会には、5つの専門部会があり、そのうちの一つが障害当事者部会で

す。当事者部会には、障害当事者 23 名、当事者家族 6 名が参画しています。参加にあ

たっては、障害種別や程度といった個人情報の開示は不要としているため、身体・精神・

知的・難病・発達障害・高次脳機能障害など、何かしらの障害のために社会的なバリア

を感じている人が、障害種別や立場を超えて参加しています。 

当事者の声を反映するための取組みとしては、当事者部会のメンバーが他の専門部会

に参加することで、当事者の声を専門部会に届けています。また、毎年開催する全体会

では、協議会の委員と専門部会の部会員が一同に会してグループディスカッションを行

っています。協議会の委員は、専門部会にも参加しており、当事者から直接声を聞く機

会が設けられています。協議会の委員は障害者計画等の策定委員を兼ねているため、協

議会で出た当事者の意見を市の施策や計画に反映しています。 

当事者部会の活動内容は、月 1回の部会活動のほか、イベントでの模擬選挙の企画や、

障害当事者同士による座談会などを行う「ふれあいカフェ」、部会員の誕生日会やバー

ベキューなど様々で、市の施策を話し合うだけではなく、居場所としても機能していま

す。 

 

令和７年度東京都自立支援協議会活動状況 
 

 

 
令和８年１月５日現在 

番号 役職 名前 所属 番号 役職 名前 所属 

1 副会長 秋元 妙美 ＣＩＬちょうふ 代表 11  仲田 素直 
社会福祉法人東京緑新会 

ケアコミュニティみちふの森 所長 

2 
 

荒木 浩 
社会福祉法人多摩棕櫚亭協会 
障害者就業・生活支援センター 
オープナー 施設長 

12  中山 佳子 障害者施策推進部 地域生活支援課長 

3 会長 石渡 和実 東洋英和女学院大学 名誉教授 13  西田 伸一 公益社団法人東京都医師会 理事 

4 
 

大谷 由実子 
台東区福祉部障害福祉課総合相談担

当係長 
14  能松 七海 

特定非営利活動法人自立生活センター
ＣＩＬふちゅう 

5  岡部 正文 社会福祉法人ソラティオ 理事長 15  平沢 智子 昭島市保健福祉部障害福祉課長 

6 
 

久保 玄 
社会福祉法人原町成年寮 

サザンクロスかつしか 統括 
16  福田 雄亮 

世田谷区烏山保健福祉センター 
保健福祉課障害支援担当係長 

7 
 

小林 可奈 
特定非営利活動法人多摩草むらの会 

パソコンサロン夢像 
17  藤井 亘 

特定非営利活動法人クローバー 

理事長 

8 
 

櫻庭 可奈子 目黒区健康福祉部障害施策推進課長 18  村中 友江 
社会福祉法人原町成年寮 

生活介護事業所 シャングリラ 

9  高柳 貴大 
株式会社ミヤビカ 障がい者就労支

援Ｂ型施設 愛輪の里 雅 
19  村山 雅子 一般都民 

10 副会長 髙山 由美子 
ルーテル学院大学 総合人間学部  

教授 
20 副会長 森山 瑞江 

社会福祉法人東京都手をつなぐ育成会 

副理事長 

※五十音順 
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１１  開開催催概概要要  

（１）日 時 令和 7年 8月 26 日（火曜日）午前 10時から午後 4時 30分 

（２）会 場 東京都社会福祉保健医療研修センター 

（３）参加者 17区 14市から 89名（申込者 96名）、都協議会委員 18名、 

事務局・連絡調整会議委員等 21名 

 

２２  目目  的的  

都内の地域自立支援協議会関係者の交流の場を設け、活動状況等に関する情報交換を実施し、各協議

会の円滑な運営や活動の活性化を図る。 

 

３３  ププロロググララムム及及びび今今年年度度のの特特徴徴  

（１）話題提起 

東京都自立支援協議会からの情報発信 

（3 名の委員がそれぞれの立場から相談支援について発信） 

トークセッション「当事者が望む地域生活を支える相談支援とは何か」 

（２）13グループに分かれてのグループ討議（事前希望テーマによるグループ分け） 

（３）全体会（各区市町村ごとの発表） 

※参加者から「グループ討議の時間を長くしてほしい」との声を受け、午前 10時から午後 4時 30分

までの終日開催に変更 

※グループ討議では、参加者が希望したテーマに分かれ、意見交換を実施 

※全体会は、各協議会が当日の討議を自らの自治体でどう活かすかを中心に発表 

 

４４  参参加加者者属属性性及及びび満満足足度度（（アアンンケケーートト回回収収数数：：8800））  

（１）参加回数 

初参加 67％、2回目 17%、3回目以上 13％ 

（２）申込理由 

他自治体との交流・情報交換 58％、知識の再確認 43％ 

（３）話題提起の満足度 

非常に参考になった 52％、参考になった 44％（肯定的評価 96%） 

（４）グループ討議の満足度 

非常に参考になった 46％、参考になった 48％（肯定的評価 94%） 

 

５５  参参加加者者のの声声  

・相談支援と意思決定支援について、前向きなとらえ方ができた。 

・意思決定支援の難しさを改めて感じた。 

・当事者の話が聞けて良かった。グループ討議の人数がちょうどよかった。 

・他の自治体の様子が分かった。 

・自治体に持ち帰りたいことをまとめるために時間が足りないと感じた。 

・特に教育との連携等の課題は、全都的な課題だと思います。担当者連絡会では、好事例の紹介にとど

まらず、事務局間の意見交換ができる機会があると良い。 

 

６６  今今後後のの展展望望  

・グループ討議の時間や発表方法を工夫し、より内容を充実させる。 

・当事者参画や自治体間の情報共有の強化を目指す。  

地域自立支援協議交流会の開催報告 
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１１  開開催催概概要要  

（１）日 時 令和 7年 8月 26日（火曜日）午前 10時から午後 4時 30 分 

（２）会 場 東京都社会福祉保健医療研修センター 

（３）参加者 17区 14市から 89名（申込者 96名）、都協議会委員 18名、 

事務局・連絡調整会議委員等 21名 

 

２２  目目  的的  

都内の地域自立支援協議会関係者の交流の場を設け、活動状況等に関する情報交換を実施し、各協議

会の円滑な運営や活動の活性化を図る。 

 

３３  ププロロググララムム及及びび今今年年度度のの特特徴徴  

（１）話題提起 

東京都自立支援協議会からの情報発信 

（3名の委員がそれぞれの立場から相談支援について発信） 

トークセッション「当事者が望む地域生活を支える相談支援とは何か」 

（２）13グループに分かれてのグループ討議（事前希望テーマによるグループ分け） 

（３）全体会（各区市町村ごとの発表） 

※参加者から「グループ討議の時間を長くしてほしい」との声を受け、午前 10時から午後 4時 30分

までの終日開催に変更 

※グループ討議では、参加者が希望したテーマに分かれ、意見交換を実施 

※全体会は、各協議会が当日の討議を自らの自治体でどう活かすかを中心に発表 

 

４４  参参加加者者属属性性及及びび満満足足度度（（アアンンケケーートト回回収収数数：：8800））  

（１）参加回数 

初参加 67％、2回目 17%、3回目以上 13％ 

（２）申込理由 

他自治体との交流・情報交換 58％、知識の再確認 43％ 

（３）話題提起の満足度 

非常に参考になった 52％、参考になった 44％（肯定的評価 96%） 

（４）グループ討議の満足度 

非常に参考になった 46％、参考になった 48％（肯定的評価 94%） 

 

５５  参参加加者者のの声声  

・相談支援と意思決定支援について、前向きなとらえ方ができた。 

・意思決定支援の難しさを改めて感じた。 

・当事者の話が聞けて良かった。グループ討議の人数がちょうどよかった。 

・他の自治体の様子が分かった。 

・自治体に持ち帰りたいことをまとめるために時間が足りないと感じた。 

・特に教育との連携等の課題は、全都的な課題だと思います。担当者連絡会では、好事例の紹介にとど

まらず、事務局間の意見交換ができる機会があると良い。 

 

６６  今今後後のの展展望望  

・グループ討議の時間や発表方法を工夫し、より内容を充実させる。 

・当事者参画や自治体間の情報共有の強化を目指す。  

地域自立支援協議交流会の開催報告 
 

 

 
１１  目目  的的  

東京都自立支援協議会事務局から、時宜にかなう話題提供を行い、地域の協議会担当者同士で協議会

の先進的な取組み、円滑な運営方法や活性化するための方策等を情報共有できる機会を設けることで、

地域自立支援協議会の活性化を促進する。 

 

２２  実実施施方方法法  

ＷＥＢ会議システム「Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ Ｔｅａｍｓ」を用いて実施 

 

３３  開開催催概概要要  

＜第１回＞ 

（１）日 時 

令和７年７月１０日（木曜日） 午後２時から午後４時１５まで 

（２）参加者 

６０名（１６区１４市１町）※東京都自立支援協議会委員９名が傍聴 

（３）内 容 

基調講演「地域における障害児者の相談支援体制の整備の推進」（厚生労働省） 

報告事項「令和６年度版動向集」（東京都自立支援協議会事務局） 

取組発表「自立支援協議会の取組」（世田谷区・小平市） 

（４）アンケート結果  

非常に参考になった・参考になった ９１％ 

（５）今後活用できそうな取組・その他感想（自由意見） 

・「地域生活支援拠点が担うべき機能」の変更について再確認できてよかった。 

・当事者委員が参加する協議会の実施方法が参考になった。 

・障害者総合支援法改正を踏まえた自立支援協議会の役割等の変更や東京都内の状況、他区市の

取り組みが聞けて参考になりました。 

 

＜第２回＞ 

（１）日 時 

令和７年１０月１５日（水曜日） 午後２時から午後４時まで 

（２）参加者 

５１名（１３区１２市）※東京都自立支援協議会委員６名 

（３）内 容 

取組発表と意見交換：テーマ１「自立支援協議会の効果的な運営」（狛江市、立川市） 

取組発表と意見交換：テーマ２「当事者参画の推進」（武蔵野市、三鷹市） 

意見交換「地域自立支援協議会交流会で持ち帰ったものをどのように活用しているのか」 

（４）アンケート結果  

非常に参考になった・参考になった ８９％ 

（５）今後活用できそうな取組・その他感想（自由意見） 

・各市の特色のある取り組みを知ることができました。また課題はおおむね同じであることもわ

かりました。今日聞いたことを参考に協議会や部会などすすめていくようにしたいと思います。 

・今回初めて担当者連絡会に参加させていただき、他自治体の取り組みや課題を知ることができ

て大変参考になりました。当市では形式的な協議会になってしまっている傾向があるため、今回

伺った内容も踏まえ、協議会のあり方を検討していきたいと考えております。 

・当事者部会の仕組みや運営の仕方がとても参考になりました。 

・どの自治体も抱えている課題は同じ中、どう課題に対してアプローチできるのか、交流会の小グ

ループワークのようなセッションが、この連絡会にもあれば良いな、と思いました。 
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１１  開開催催概概要要  

（１） 日 時 令和７年 12 月 12 日（金曜日）午後１時２０分から午後４時５分 

（２） 会 場 東京都庁第一本庁舎５階大会議場 

（３） 参加者 会場参加    178 名（うち都協議会関係者 35名） 

動画視聴申込  429 名 

（配信期間：令和７年 12月 25日～令和８年 1月 15日（手話・字幕対応）） 

動画視聴数  ※（ ）内は手話版の視聴数再掲 

         開会挨拶 276（8）、基調講演 389（5）、パネルディスカッション 334（2） 

２２  目目  的的  

障害者総合支援法等における相談支援体制等、東京における共通課題や取組、協議会活動の活性化

策などについて、東京都自立支援協議会本会議での検討等を踏まえた講演及びパネルディスカッショ

ンを実施することにより、広く関係者へ情報発信を行い、自立支援協議会活動の普及啓発を図る。 

 

３３  ププロロググララムム  

【基調講演】 

「相談支援の現在地とこれから～当事者の“こう暮らしたい”に寄り添う地域づくりを目指して～」 

福岡 寿 氏 （特定非営利活動法人 日本相談支援専門員協会 名誉顧問） 

 

【パネルディスカッション】 

パネリスト    当事者 高橋  薫 氏 

（豊島区障害者地域支援協議会委員、前東京都自立支援協議会委員） 

支援者 藤井  亘 氏（特定非営利活動法人 クローバー 理事長） 

当事者 富士根 氏（仮名） 

支援者 中村 美幸 氏（中野区南部すこやか障害者相談支援事業所） 

コメンテーター  福岡 寿 氏    

コーディネーター 石渡 和実 氏（都協議会会長） 

 

４４  参参加加者者属属性性及及びび満満足足度度（（アアンンケケーートト回回収収数数：：会会場場参参加加 112299、、動動画画視視聴聴 110077））  

（１）参加回数 

 初参加 2回目 ３回目以上 

会場参加 65％ 11％ 23％ 

動画視聴 72％ 12％ 16％ 

 

（２）属性 

 相談支援 

事業所 
行政 

協議会委員

等関係者 
当事者家族 当事者本人 

会場参加 40％ 13％ 11％ 12％ 2％ 

動画視聴 49％ 13％  7％ 11％ 4％ 

 

（３）地域 

 区部 市部 町村部 他道府県 

会場参加 62％ 36％ 0％ 2％ 

動画視聴 39％ 50％ ２％ ９％ 

 

 （４）セミナー情報入手経路・媒体 

 
都センター 区市町村 関係団体 

協議会 

委員 
HP 

チラシ 

（紙） 

メール 

（データ） 

会場参加 39％ 27％ 11％ 17％ ２％ 32％ 40％ 

動画視聴 56％ 22％ 10％ 10％ ７％ 37％ 67％ 

 

東京都自立支援協議会セミナーの開催報告 
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１１  開開催催概概要要  

（１） 日 時 令和７年 12月 12日（金曜日）午後１時２０分から午後４時５分 

（２） 会 場 東京都庁第一本庁舎５階大会議場 

（３） 参加者 会場参加    178名（うち都協議会関係者 35 名） 

動画視聴申込  429名 

（配信期間：令和７年 12月 25日～令和８年 1月 15 日（手話・字幕対応）） 

動画視聴数  ※（ ）内は手話版の視聴数再掲 

         開会挨拶 276（8）、基調講演 389（5）、パネルディスカッション 334（2） 

２２  目目  的的  

障害者総合支援法等における相談支援体制等、東京における共通課題や取組、協議会活動の活性化

策などについて、東京都自立支援協議会本会議での検討等を踏まえた講演及びパネルディスカッショ

ンを実施することにより、広く関係者へ情報発信を行い、自立支援協議会活動の普及啓発を図る。 

 

３３  ププロロググララムム  

【基調講演】 

「相談支援の現在地とこれから～当事者の“こう暮らしたい”に寄り添う地域づくりを目指して～」 

福岡 寿 氏 （特定非営利活動法人 日本相談支援専門員協会 名誉顧問） 

 

【パネルディスカッション】 

パネリスト    当事者 高橋  薫 氏 

（豊島区障害者地域支援協議会委員、前東京都自立支援協議会委員） 

支援者 藤井  亘 氏（特定非営利活動法人 クローバー 理事長） 

当事者 富士根 氏（仮名） 

支援者 中村 美幸 氏（中野区南部すこやか障害者相談支援事業所） 

コメンテーター  福岡 寿 氏    

コーディネーター 石渡 和実 氏（都協議会会長） 

 

４４  参参加加者者属属性性及及びび満満足足度度（（アアンンケケーートト回回収収数数：：会会場場参参加加 112299、、動動画画視視聴聴 110077））  

（１）参加回数 

 初参加 2回目 ３回目以上 

会場参加 65％ 11％ 23％ 

動画視聴 72％ 12％ 16％ 

 

（２）属性 

 相談支援 

事業所 
行政 

協議会委員

等関係者 
当事者家族 当事者本人 

会場参加 40％ 13％ 11％ 12％ 2％ 

動画視聴 49％ 13％  7％ 11％ 4％ 

 

（３）地域 

 区部 市部 町村部 他道府県 

会場参加 62％ 36％ 0％ 2％ 

動画視聴 39％ 50％ ２％ ９％ 

 

 （４）セミナー情報入手経路・媒体 

 
都センター 区市町村 関係団体 

協議会 

委員 
HP 

チラシ 

（紙） 

メール 

（データ） 

会場参加 39％ 27％ 11％ 17％ ２％ 32％ 40％ 

動画視聴 56％ 22％ 10％ 10％ ７％ 37％ 67％ 

 

東京都自立支援協議会セミナーの開催報告 

（５）満足度 

 運営 基調講演 ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ 

会場参加 84％ 90％ 94％ 

動画視聴 83％ 88％ 80％ 

 

※運営の満足度は、会場参加の場合「受付・案内」について「スムーズだった」と評価した割合。

動画視聴の場合「配信の音声・映像」が「非常に良好」「良好」と評価した割合 

※基調講演とパネルディスカッションの満足度は、「非常に参考になった」「参考になった」と評価

した割合 

 

５５  参参加加者者のの声声  

（１）基調講演 

講師の話がユーモアに富み、支援の本質を伝えていた、支援者の率直な経験談が業務を振り返る

機会となり、意識改革につながった等の声が多くあった。一方で、具体的な実践例や若手講師の登

壇を望む声も見られた。 

（２）パネルディスカッション 

当事者と支援者双方のリアルな声が温かく伝わり、非常に参考になった等、当事者の生の声を直

接聞けたことが高評価を受けた。一方で、質疑応答中心でディスカッション性が弱かったとの指摘

もあった。 

（３）会場・運営 

案内や受付対応がスムーズで、合理的配慮も徹底されていると評価された。空調や机の設置など

設備面での改善要望はあげられた。パネリストによる待ち時間中のマリンバ演奏が好評であった。 

 

６６  要要望望のの多多かかっったた今今後後聞聞いいててみみたたいいテテーーママ  

（１）地域生活支援の深化：地域共生社会の実現、重度障害者・高齢移行者への支援、地域事例紹介 

（２）制度・支援機関の連携強化：制度や地域間の連携、横断的ネットワーク構築への期待 

（３）人材育成・当事者の声の活用：次世代支援者育成、当事者発信の場づくり、当事者参加型プログ

ラムへのニーズ 

 

７７  総総括括とと今今後後のの展展望望  

・参加者の多くは現場の専門職で、新規参加者が約 3分の 2を占めた。 

・東京都内全域及び都外からも参加があり、多様な視点から意見・要望が寄せられた。 

・セミナー内容・運営ともに高い満足度を記録した。次回は実践的な地域事例紹介、分野連携、参加

型プログラムの導入が期待される。 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

− 337 −



 

 
  

  

１１  目目的的  

  東京都自立支援協議会の活動の一環として、各区市町村における地域自立支援協議会の活動状況等

を把握し、調査結果を資料として供することで、各地域協議会の活動の促進を図るとともに、東京都自

立支援協議会の活動とあわせて、都民に広く周知する。 

 

２２  方方針針  

（１）継続して行ってきている設問項目については、同様のかたちで引き続き行っていくこととする。 

（２）毎年、都協議会や交流会等での討議結果を参考にしながら作成している設問については、グループ

討議により、今年度の活動方針に沿った設問を設けていく。 

（３）これまで行ってきた当事者参画を問う設問と協議会活性化を問う設問について、ブラッシュアッ

プを進めていく。 

（４）担当者連絡会や交流会、セミナーなどで取り上げた「地域自立支援協議会における先進事例」や

「障害当事者の発表要旨」をコラムとして掲載していく。 

 

３３  内内容容  

（１）地域自立支援協議会の基本情報（名称、設置年月、運営方法、組織図） 

（２）地域自立支援協議会の委員（名簿、専門部会の状況、委員構成、当事者委員の参画状況） 

（３）地域自立支援協議会の活動状況等 

ア 地域自立支援協議会での協議事項 

イ 地域自立支援協議会としての役割 

ウ 地域自立支援協議会として把握している地域課題 

（４）相談支援体制の整備状況等（基幹相談支援センター等の所数・機能、地域生活支援拠点等の整備状

況・コーディネーターの配置、日中サービス支援型共同生活援助） 

（５）地域自立支援協議会の活性化 

（６）相談支援体制の拡充（新規） 

（７）コラム（４本程度を予定） 

 

４４  調調査査対対象象  

  都内全区市町村 

   

５５  基基準準日日  

  令和８年３月 31 日 

 

６６  結結果果のの公公表表  

（１）冊子の発行 

   区市町村障害福祉主管課、都協議会関係者、各道府県政令市障害福祉主管課等に配布 

（２）東京都心身障害(がい)者(しゃ)福(ふく)祉(し)センターホームページへの掲載 

  ・冊子の掲載内容と同内容のものをホームページにも掲載する。 

  ・各地域自立支援協議会のホームページリンクを一覧にして掲載する。 

（３）発行時期（掲載時期） 

   令和８年６月（予定） 

 

７７  そそのの他他  

都内全区市町村を対象とした調査票ついては、別添『「令和７年度版 東京都内の自立支援協議会の

動向」調査票』を参照のこと。 

東京都内の自立支援協議会の動向（動向集）の報告 
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